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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第93期

第１四半期
連結累計期間

第94期
第１四半期
連結累計期間

第93期

会計期間
自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日

自 平成30年４月１日
至 平成30年６月30日

自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日

売上高 (千円) 4,268,807 4,377,368 16,791,350

経常利益 (千円) 427,828 289,022 1,254,238

親会社株主に帰属する四半期
(当期)純利益

(千円) 300,430 374,358 883,008

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 407,767 601,135 1,257,333

純資産額 (千円) 19,603,719 20,737,634 20,272,431

総資産額 (千円) 25,670,671 27,429,488 27,405,794

１株当たり四半期(当期)
純利益

(円) 44.57 55.82 131.03

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 76.4 75.6 74.0
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３. 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

４．当社は、「役員報酬BIP信託」を導入しております。当該信託が保有する当社株式については、自己株式と

して処理しております。「役員報酬BIP信託」に残存する当社株式は、１株当たり四半期（当期）純利益の

算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

５．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四半

期連結会計期間の期首から適用しており、前第１四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営

指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

 
２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において、当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。

　なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四

半期連結会計期間の期首から適用しており、財政状態の状況については、当該会計基準等を遡って適用した後の数

値で前連結会計年度との比較・分析を行っております。

(1) 業績の状況

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、緩やかな景気回復基調で推移したものの、所得の回復が伸び

悩んでいることから個人消費は依然として先行き不透明な状況が続いています。食品業界においても、お客様から

の安全安心に関するニーズの高まりを始めとした対処すべき課題は多様化しております。

　このような状況の下、当社グループは、中期経営計画の達成に向け、①働き方改革の推進、②最適な生産体制の

検討、③さらなるグループシナジーの創出を今期のテーマに掲げ経営基盤の強化を進めております。

　ブルドックソースの営業活動につきましては、主力商品であるソース類の価値向上並びに２月に発売しました新

ブランド「＆Bull-Dog」のたれ、ドレッシング類の認知拡大に向けた店舗試食販売等の販促活動を着実に推進して

まいりました。また、積極的な新規開拓を進め、既存商品の拡販に努めるとともに、メニュー提案等に継続して取

り組みました。

　イカリソースにおいても、引き続き「地元関西の味」をベースにしたメニュー提案を実施し、新規の顧客開拓と

認知度の拡大に努めております。

　業務用商品につきましては、ブルドックソース、イカリソース共に、中食市場や惣菜売場を中心に積極的な企画

提案を継続的に行い、さらなる新規ユーザー獲得に努めてまいりました。

　以上の結果、当第１四半期連結累計期間における売上高は43億７千７百万円（前年同四半期比2.5％増）となりま

した。利益面につきましては、売上原価の増加などにより、営業利益は１億２千３百万円（前年同四半期比44.1％

減）、経常利益は２億８千９百万円（前年同四半期比32.4％減）となりましたが、賃貸不動産売却による固定資産

売却益などにより、親会社株主に帰属する四半期純利益は３億７千４百万円（前年同四半期比24.6％増）となりま

した。
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(2) 財政状態の状況

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ２千３百万円増加し、274億２千９百万円となり

ました。

　流動資産につきましては、受取手形及び売掛金の増加などにより、前連結会計年度末に比べて１千１百万円増加

し、80億９千３百万円となりました。

　固定資産につきましては、投資有価証券の増加などにより、前連結会計年度末に比べて１千１百万円増加し、193

億３千６百万円となりました。

当第１四半期連結会計期間末の負債は、前連結会計年度末に比べて４億４千１百万円減少し、66億９千１百万円

となりました。

流動負債につきましては、その他に含まれる未払金の減少などにより前連結会計年度末に比べて５億１千９百万

円減少し、37億９千５百万円となりました。

　固定負債につきましては、繰延税金負債の増加などにより、前連結会計年度末に比べて７千７百万円増加し、28

億９千５百万円となりました。

純資産は、利益剰余金の増加などにより、前連結会計年度末に比べて、４億６千５百万円増加し、207億３千７百

万円となりました。

　

(3) 資本の財源及び資金の流動性に係る情報

当社グループは、運転資金及び設備投資資金につきましては、自己資金のほか金融機関からの借入金によりまか

なっております。

 
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題はありません。

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

（株式会社の支配に関する基本方針）

① 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

当社は上場会社であるため、当社の株券等は、株主・投資家の皆様によって自由に取引できるものです。したが

いまして、当社は、当社の株券等に対する大規模な買付行為につきましても、これを一概に否定するものではあり

ません。大規模な買付行為の提案に応じるべきか否かの判断は、当社の経営を誰に委ねるべきかという問題に関連

しますので、最終的には、個々の株主の皆様の自由な意思によってなされるべきであると考えます。

しかしながら、一方的な株券等の大規模な買付行為の中には、株主の皆様に対して当該大規模な買付行為に関す

る十分な情報が提供されず、株主の皆様が当該大規模な買付行為の条件・方法等の評価・検討等を行ったり、当社

取締役会が代替案の提案等を行うための十分な時間が確保されないものや、株主の皆様に株式の売却を事実上強要

するおそれがあるもの、その他真摯に合理的な経営を行う意思が認められないもの等、当社の企業価値ひいては株

主の皆様の共同の利益を著しく損なう株券等の大規模な買付行為が存在することも否定し得ません。

当社といたしましては、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業理念、当社の企業価値の

様々な源泉及び当社を支える各利害関係者との信頼関係を十分に理解した上で、当社の企業価値ひいては株主の皆

様の共同の利益を中長期的に確保又は向上させることを真摯に目指す者でなければならないと考えております。し

たがいまして、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を著しく損なうおそれのある株券等の大規模な買

付行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考えます。

② 基本方針の実現に資する特別な取組み

当社は、多数の投資家の皆様に中長期的に継続して当社に投資していただくため、当社の企業価値ひいては株主

の皆様の共同の利益を向上させるための取組みとして、下記ⅰ.の企業価値向上への取組み、及び、下記ⅱ.のコー

ポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方に基づくコーポレート・ガバナンスの充実のための取組みを実施し

ております。これらの取組みの実施を通じて、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を向上させ、それ

を当社の株式の価値に適正に反映させていくことにより、上記①のような当社の企業価値ひいては株主の皆様の共

同の利益を著しく損なうおそれのある大規模な買付行為は困難になるものと考えられ、これらの取組みは上記①の

当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針に資するものであると考えております。
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ⅰ.企業価値向上への取組み

当社は、明治35年（1902年）の創業から培ってきた信頼とブランド力を基盤として、家庭用ソースの需要拡大と

市場の活性化に努めるとともに、ソースメーカーNo.１のプレゼンスを確立することを目指し、経済的価値を伴うブ

ランド力のより一層の向上に努めてまいりました。また、昨今のデフレ経済下においても、生産工程の見直し等に

より生産効率を向上させるとともに、事業構造の改革をさらに進め、経営体質の強化及び基盤事業の収益力の向上

を図っております。当社では、素材の良さを引き出す汎用性の高い万能調味料として平成24年に発売した「うま

ソース」をはじめ、固定概念に捉われない新しい「Sauce」の開発を通じて、お客様の食の世界を広げ、ソースの新

たな価値を創造していくことを目指しております。さらに、当社にとって拡大の余地が大きい業務用市場において

は、家庭用市場で長年にわたり築いてきた豊富な経験とノウハウを結集し、業務用市場における多種多様なニーズ

にお応えできるよう、販売体制や生産体制の強化に努めております。

当社は、今後も引き続き、これらの取組みを通じて、ソース類の製造販売事業のプロフェッショナルとして、お

客様にとって「安全・安心・信頼」の商品づくりに取組み、企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益の向上に最

善の努力を尽くしてまいります。

ⅱ.コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方とそれに基づくコーポレート・ガバナンスの充実のための

取組み

当社は、経営の透明性の向上と法令遵守を徹底し企業価値を向上させることがコーポレート・ガバナンスの基本

であると認識し、そのため経営環境の変化に迅速に対応できる内部統制システムの構築をしております。さらに企

業倫理の徹底を行動規範として掲げ、企業倫理を社内に普及・浸透させるために様々な施策を講じて全社的な活動

を展開するとともに、リスク発生を想定した緊急対応システムやリコールプランを制定するなど、安全で安心な商

品を提供するためのリスク管理体制の整備も行っております。

コーポレート・ガバナンスの充実のための具体的な取組みとして、当社は、執行役員制度を導入し、業務執行機

能をより充実させ、環境変化に即応した経営体制を強化してまいりました。また、平成27年11月20日には、東京証

券取引所のコーポレートガバナンス・コードに対応した「コーポレート・ガバナンス方針」を策定・開示し、コー

ポレート・ガバナンス体制の一層の強化を図っております。さらに、当社は、平成28年６月28日に監査役会設置会

社から監査等委員会設置会社へ移行しました。監査等委員会は３名の独立社外取締役で構成され、取締役の業務執

行の適法性、妥当性の監査・監督機能の強化によりコーポレート・ガバナンス体制の一層の充実とより透明性の高

い経営の確保に努めております。

③ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取

組み

当社は、平成28年５月13日開催の当社取締役会において、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を確

保し又は向上させることを目的として、大規模買付者に対して、当該大規模買付者が実施しようとする大規模買付

行為に関する必要な情報の事前の提供、及びその内容の評価・検討等に必要な期間の確保を求めるために、当社の

株券等の大規模買付行為に関する対応方針（以下「本対応方針」といいます。）を導入することを決定いたしまし

た。また、平成28年６月28日開催の当社第91回定時株主総会において、本対応方針の導入に関する議案について

は、株主の皆様のご承認を得ております。

本対応方針は、大規模買付行為を行おうとする大規模買付者に対して十分な情報の提供と十分な評価・検討等の

期間の確保を要請したにもかかわらず、かかる要請に応じない大規模買付者に対して、又は、当社の企業価値ひい

ては株主の皆様の共同の利益を著しく損なう大規模買付行為を行い又は行おうとする大規模買付者に対して、対抗

措置を発動できることとしています。したがいまして、本対応方針は、これらの大規模買付者による大規模買付行

為を防止するものであり、本対応方針の導入は、上記①に記載の基本方針に照らして不適切な者によって当社の財

務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組みであります。

なお、本対応方針の有効期間は、平成31年６月に開催予定の当社第94回定時株主総会の終結時までとしておりま

す。

本対応方針の詳細につきましては、当社ホームページ掲載の平成28年５月13日付プレスリリース

（URL：https://www.bulldog.co.jp/company/pdf/160513_05.pdf）をご参照ください。
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④ 上記②及び③の取組みに対する当社取締役会の判断及びその判断に係る理由

当社は、上記②の取組みの実施を通じて、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を向上させ、それを

当社の株式の価値に適正に反映させていくことにより、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を著しく

損なうおそれのある大規模な買付行為は困難になるものと考えられることから、これは上記①の当社の財務及び事

業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針に沿うものであり、株主の皆様の共同の利益を損なうもの

ではなく、また、当社の役員の地位の維持を目的とするものではないと考えております。

次に、上記③の取組みとして導入を決定した本対応方針は、必要な情報の事前の提供と大規模買付行為の内容の

評価・検討等に必要な期間の確保の要請に応じない大規模買付者、及び当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同

の利益を著しく損なうものであると認められる大規模買付行為を行い又は行おうとする大規模買付者に対して、対

抗措置を発動できることとしています。したがいまして、上記③の取組みは、上記①の当社の財務及び事業の方針

の決定を支配する者の在り方に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が

支配されることを防止するための取組みであります。

また、本対応方針に基づく対抗措置の発動等についての当社取締役会の判断の合理性及び公正性を担保するため

に、当社取締役会から独立した組織として独立委員会を設置し、対抗措置を発動するか否か等の判断に際して、独

立委員会による勧告を最大限尊重することとしており、当社取締役会による恣意的な本対応方針の運用ないし対抗

措置の発動を防止するための仕組みが確保されています。さらに、本対応方針は、経済産業省及び法務省が平成17

年５月27日に公表した「企業価値・株主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三

原則((１)企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、(２)事前開示・株主意思の原則、(３)必要性・相当性確

保の原則)を完全に充足しています。また、本対応方針は、企業価値研究会が平成20年６月30日に公表した「近時の

諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」その他昨今の買収防衛策に関する議論等を踏まえた内容となってお

ります。以上のとおり、本対応方針については、その公正性・合理性を確保するための制度及び手続が定められて

おります。

　このように、上記③の各取組みも、上記①の当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基

本方針に沿うものであり、株主の皆様の共同の利益を損なうものではなく、また、当社の役員の地位の維持を目的

とするものではないと考えております。

 
(5) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は５千５百万円であります。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 20,000,000

計 20,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成30年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成30年８月７日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 6,977,440 6,977,440
東京証券取引所　
（市場第二部）

単元株式数は、
100株であります。

計 6,977,440 6,977,440 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

　　

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成30年６月30日 ― 6,977,440 ― 1,044,378 ― 2,564,860
 

 

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成30年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 180,800

 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 6,782,300
 

 

67,823 ―

単元未満株式 普通株式 14,340
 

 

― ―

発行済株式総数 6,977,440 ― ―

総株主の議決権 ― 67,823 ―
 

(注)１．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式66株が含まれております。

(注)２．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（役員報酬BIP信

託口）所有の当社株式90,500株（議決権の数905個）が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成30年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
東京都中央区日本橋兜町
11－５

180,800 ─ 180,800 2.59ブルドックソース
株式会社

計 ― 180,800 ─ 180,800 2.59

 

　(注) 日本マスタートラスト信託銀行株式会社（役員報酬BIP信託口）が所有する当社株式は、上記自己保有株式に含

まれておりません。

 
２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成30年４月１日から平成

30年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成30年４月１日から平成30年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、三優監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成30年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,676,900 2,487,907

  受取手形及び売掛金 4,553,526 4,892,890

  商品及び製品 482,579 484,937

  原材料及び貯蔵品 105,106 131,670

  仕掛品 17,437 21,527

  未収消費税等 150,885 －

  その他 95,123 74,339

  流動資産合計 8,081,558 8,093,271

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 3,013,442 2,822,718

   機械装置及び運搬具（純額） 2,672,985 2,626,604

   土地 2,711,335 2,656,460

   その他（純額） 78,540 105,223

   有形固定資産合計 8,476,302 8,211,006

  無形固定資産 134,819 127,458

  投資その他の資産   

   投資有価証券 10,035,555 10,317,828

   繰延税金資産 130,708 129,281

   その他 581,635 585,426

   貸倒引当金 △34,786 △34,786

   投資その他の資産合計 10,713,113 10,997,750

  固定資産合計 19,324,236 19,336,216

 資産合計 27,405,794 27,429,488
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成30年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 ※  1,696,235 ※  1,956,629

  1年内返済予定の長期借入金 126,658 126,658

  未払法人税等 176,593 174,229

  未払費用 1,108,634 1,039,284

  賞与引当金 194,899 102,135

  その他 1,012,015 396,996

  流動負債合計 4,315,035 3,795,934

 固定負債   

  長期借入金 440,032 420,034

  繰延税金負債 1,354,814 1,455,259

  退職給付に係る負債 878,994 885,638

  役員株式給付引当金 25,856 29,593

  長期未払金 37,400 37,400

  その他 81,230 67,993

  固定負債合計 2,818,328 2,895,919

 負債合計 7,133,363 6,691,853

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,044,378 1,044,378

  資本剰余金 2,564,860 2,564,860

  利益剰余金 14,128,442 14,366,869

  自己株式 △653,196 △653,196

  株主資本合計 17,084,483 17,322,910

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 3,169,438 3,394,178

  退職給付に係る調整累計額 18,508 20,545

  その他の包括利益累計額合計 3,187,947 3,414,724

 純資産合計 20,272,431 20,737,634

負債純資産合計 27,405,794 27,429,488
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年６月30日)

売上高 4,268,807 4,377,368

売上原価 2,046,469 2,211,932

売上総利益 2,222,337 2,165,435

販売費及び一般管理費 2,001,405 2,041,983

営業利益 220,932 123,451

営業外収益   

 受取利息 63 53

 受取配当金 103,033 106,850

 投資有価証券売却益 102,225 56,291

 その他 2,906 4,211

 営業外収益合計 208,228 167,406

営業外費用   

 支払利息 1,279 1,252

 その他 52 582

 営業外費用合計 1,332 1,835

経常利益 427,828 289,022

特別利益   

 固定資産売却益 － 256,133

 特別利益合計 － 256,133

特別損失   

 固定資産除却損 82 0

 特別損失合計 82 0

税金等調整前四半期純利益 427,746 545,155

法人税等 127,316 170,797

四半期純利益 300,430 374,358

非支配株主に帰属する四半期純利益 － －

親会社株主に帰属する四半期純利益 300,430 374,358
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年６月30日)

四半期純利益 300,430 374,358

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 105,549 224,740

 退職給付に係る調整額 1,787 2,036

 その他の包括利益合計 107,337 226,776

四半期包括利益 407,767 601,135

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 407,767 601,135

 非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 

当第１四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日 至 平成30年６月30日)

（税金費用の計算）

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用

後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。
 

 

(追加情報)

 
当第１四半期連結累計期間

(自 平成30年４月１日 至 平成30年６月30日)

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四半期連結

会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区

分に表示しております。
 

 
(四半期連結貸借対照表関係)

 

※ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第１四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

 
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成30年6月30日)

支払手形  12,483千円  10,743千円
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年６月30日)

減価償却費 120,365千円 214,855千円
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(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月28日
定時株主総会

普通株式 136,687 20.00 平成29年３月31日 平成29年６月29日 利益剰余金
 

(注)　平成29年６月28日定時株主総会による配当金の総額には、役員報酬BIP信託が保有する当社株式に対する配当

金1,880千円が含まれております。

 
２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

当第１四半期連結累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年６月27日
定時株主総会

普通株式 135,931 20.00 平成30年３月31日 平成30年６月28日 利益剰余金
 

(注)　平成30年６月27日定時株主総会による配当金の総額には、役員報酬BIP信託が保有する当社株式に対する配当

金1,810千円が含まれております。

 
２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社グループは、ソース類の製造販売事業を単一の報告セグメントとしており、その他の事業については、重

要性が乏しいため記載を省略しております。

 

(金融商品関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(有価証券関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(デリバティブ取引関係)

当社グループはデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。

 

(企業結合等関係)

　該当事項はありません。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年６月30日)

　 １株当たり四半期純利益 44円57銭 55円82銭

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 300,430 374,358

   普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(千円)

300,430 374,358

   普通株式の期中平均株式数(千株) 6,740 6,706
 

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２. 株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する当社株式は、１株当たり四半期純利益の算

定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。１株当たり四半期純利益の算定

上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、前第１四半期連結累計期間94千株、当第１四半期連結累計

期間90千株であります。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成30年８月７日

ブルドックソース株式会社

取締役会  御中

 

三優監査法人
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 野　　村       　聡 印

 

 
 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 井   上   　道　　明 印

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているブルドックソー

ス株式会社の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成30年４月１日

から平成30年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成30年４月１日から平成30年６月30日まで)に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について

四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ブルドックソース株式会社及び連結子会社の平成30年６月30日現

在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

 ２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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